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要 約 
 
本論文は，高齢者介護において構成される要介護者，主介護者，副介護者という 3者の家
族構造と主介護者のストレス (介護評価，対処方略，ストレス反応) の関連を明らかにした
ものである。家族構造とは，要介護者，主介護者，副介護者の 3者関係の組み合わせから構
成される形態である。この家族構造の観点から介護者家族の形態を明らかにし，家族構造と
主介護者のストレスの関連を明らかにした。 
高齢者介護に関する施策では，介護者支援という新しい支援の枠組みが注目されている。
介護者による無償の介護は，身体的，精神的，経済的な負担であるため，介護者に対する政
策的な介入なしに無償の介護は継続され得ないとの判断が存在するためである。そのため，
欧米諸国の一部では介護者支援に関する法律が制定され，支援プログラムが整備されてい
る。日本では，介護者を支える取り組みの不十分さが指摘され，家族支援，特に介護者への
支援を強化する必要性が提起されている。このように，介護者支援の進展は重要な政策課題
になっている。 
介護者支援の方法は，所得保障や休暇制度，情報提供と助言，自助グループのほかに，介
護者へのカウンセリングがある。イギリスは各地に介護者支援センターを設置し，介護者は
無料でカウンセリングを受けることができる。米国は州によって異なるが，マイアミ州では
介護者へのカウンセリングに家族療法が取り入れられており，臨床研究や効果研究が進め
られている。その一方で，日本の介護保険制度では心理職は制度に組み込まれておらず，介
護者がカウンセリングを受ける機会は非常に限られている。今後は，将来の日本の介護者支
援の発展のために，介護者へのカウンセリングの方法を検討する必要がある。 
介護者へのカウンセリングに関しては，効果的なカウンセリングの方法が議論され，介護
者の対処方略に焦点を当てたカウンセリングの有効性が論じられている。そして近年は，対
処方略に焦点を当てる方法のみならず，家族の相互作用に目を向ける家族療法が注目され
ている。なぜなら，介護者にとって家族という存在は重要な資源であり，家族はインフォー
マル・サポートの提供者として，介護者に道具的，情緒的サポートを提供でき，介護者の負
担感を和らげ，介護者とともに介護を担えるからである。しかしながら，カウンセリングで
家族全体に介入することは慎重に行う必要がある。なぜなら，介護者家族という個人を超え
た上位の変数に着目した実証研究は少なく，家族全体への介入によって介護者のストレス
がどのように変化するかは十分に解明されていないためである。したがって，介護者家族と
いう変数と介護者のストレスの関連を明らかにする必要がある。 
以上より，本論文では高齢者介護によって構成される要介護者，主介護者，副介護者とい
う 3者の家族構造に着目し，家族構造と主介護者のストレス (介護評価，対処方略，ストレ
ス反応) の関連を明らかにすることを目的とした。 
本論文では仮説を生成する際，家族成員間の結びつきと勢力のバランスから青年のスト
レスを説明する家族バランス仮説 (Family Balance Hypothesis : FBH) を参考にした。具
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体的には，以下の 3点を本論文で取り組む課題とした。 
第 1に，FBHで扱われたバランス型とアンバランス型という家族構造の類型が，介護者
家族の家族構造において認められるかを論点とした。FBH では，家族構造の類型を，結び
つきの高さを基盤として勢力が均衡しているバランス型と，結びつきの低さを基盤として
勢力が不均衡なアンバランス型に大別している。しかし，FBH は青年期の家族を対象とし
て生成された仮説である。したがって，FBH で取り扱われた家族構造の類型が介護者家族
で見られるかを検討する必要がある。そこで，介護者家族における家族構造の類型と，FBH
で取り扱われた家族構造の類型を比較し，介護者家族の家族構造を明確にした。 
第 2 に，家族内で問題のレベルが上昇した時，家族構造がいかに変動するかを論点とし
た。高齢者介護には“あることを自分はできて，かつ，それをできない人がいて，自分がそ
の人に代わってそれをする”という形式がある。したがって，要介護者と介護者の関係性は
介護をすることで変化すると考えられる。そこで，本論文では家族構造の類型に加えて，家
族構造の変動についても検討した。 
第 3に，家族構造と介護者のストレスに関連が認められるかを論点とした。FBHの観点
を踏まえると，結びつきの高さを基盤とした勢力が均衡した家族構造は，子どもの自己決定，
ストレス状況に対する対処方略を促進し，家族全体で問題に向けた取り組みが実行できる
ようになる。この図式を応用すると，介護者家族においても家族構造は介護者の対処方略に
寄与し，介護者のストレス反応に影響すると考えられる。そこで本論文では，認知的評価と
対処方略，ストレス反応の 3つの概念を取り上げて，家族構造と介護者のストレス (介護評
価，対処方略，ストレス反応) の関連を検討した。 
本論文の構成は，以下の通りである。第 1部 (第 1章から第 3章) では，本論文の問題と
目的を述べた。第 1 章では介護者が抱える臨床的な問題を概観し，第 2 章では先行研究の
問題点を示し，第 3章では本論文の目的を述べた。 
第 2部 (第 4章から第 9章) は 6つの実証研究から構成されている。第 4章 (【研究Ⅰ】) 
から第 6章 (【研究Ⅲ】) では，家族構造の類型と変動を把握した。第 4章 (【研究Ⅰ】) で
は，家族構造がどのような形態に分類されるか検討した。これは，本論文の第 1の論点であ
る。調査方法は，質問紙調査とWEB調査であった。調査協力者は，要介護者を在宅で介護
している主介護者 1,041名であった。分析では，689名のデータを用いて家族構造を類型化
した。その結果，家族構造は「良好型」，「標準型」，「疎遠型」という 3類型があることが示
された。第 1に，良好型は，高い結びつきを基盤として，勢力が高い家族構造であった。第
2に，中間型は，中程度の結びつきを基盤として，勢力が中程度の家族構造であった。第 3
に，疎遠型は，低い結びつきを基盤として，勢力が低い家族構造であった。このように，介
護者家族の家族構造は FBHで取り扱われた類型と異なり，良好型，標準型，疎遠型という
3類型があることが明らかになった。良好型は青年期のバランス型と同様であり，結びつき
と勢力が高い形態である。その一方で，疎遠型は青年期のアンバランス型と異なり，3者間
の勢力に差がなく，全体として勢力が低いことが明らかになった。 
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第 5章 (【研究Ⅱ】) では，良好型，標準型，疎遠型という 3つの家族構造の特徴を明ら
かにするため，これらの家族構造と介護状況の関連を検討した。介護状況は，要介護者の認
知症診断，問題行動，ADL，要介護度，介護サービスの利用頻度であった。第 4章 (【研究
Ⅰ】) のデータを用いて分析した結果，良好型の家族構造は，妻・女性が副介護者として支
えているケースが多く，義母を介護しているケースが少なかった。家族構造と介護状況につ
いては有意な関連は認められなかった。これらの結果から，家族構造と介護状況は独立して
いることが明らかになった。 
 第 6章 (【研究Ⅲ】) では，家庭内に介護という問題が生じると家族構造がどのように変
動するか検討した。これは，本論文の第 2の論点である。調査方法は，回想式質問紙調査で
あった。調査対象者は，要介護者を在宅で介護している主介護者 111 名であった。介護以
前，1年目，2年目以降という 3時点の家族構造を訊ねた。その結果，要介護者，主介護者，
副介護者の 3 者の結びつきは，介護以前から 1 年目に有意に低下していた。また，要介護
者の勢力は有意に低下し，主介護者と副介護者の勢力は有意に上昇していた。これらの結果
から，家庭内に介護という問題が生じると，3者の結びつきは低下しやすく，要介護者と介
護者の勢力関係が逆転する (主介護者と副介護者の勢力は上昇し，要介護者の勢力は低下す
る) ことが明らかになった。 
第 7章から第 9章 (【研究Ⅳ】から【研究Ⅵ】) では，家族構造と主介護者のストレスの
関連を検討した。これは，本論文の第 3の論点である。第 7章 (【研究Ⅳ】) では，第 1段
階として，家族構造と主介護者のストレス反応の関連を検討した。調査方法は，質問紙調査
であった。調査協力者は，要介護者を在宅で介護している主介護者 101 名であった。仮説
は，「良好型の家族構造は，疎遠型の家族構造と比べて主介護者のストレス反応が低い」で
あった。分析では要介護者の問題行動を統制変数，家族構造を独立変数，主介護者のストレ
ス反応を従属変数とした。その結果，良好型は疎遠型と比べてストレス反応が有意に低かっ
た。この結果から，仮説は支持され，家族構造は主介護者のストレス反応と関連することが
明らかになった。 
 第 8章 (【研究Ⅴ】) では，第 2段階として，家族構造と主介護者の介護評価の関連を検
討した。介護評価は，肯定的介護評価 (介護役割充足感，高齢者への親近感，自己成長感) 
と否定的介護評価 (社会活動制限感，介護継続不安感，関係性における精神的負担) の 2側
面 6因子であった。調査方法は，質問紙調査であった。調査協力者は，要介護者を在宅で介
護している主介護者 140名であった。仮説は，「良好型の家族構造は，疎遠型の家族構造と
比べて主介護者の肯定的な介護評価が高く，否定的な介護評価が低い」であった。分析では
要介護者の問題行動を統制変数，家族構造を独立変数，主介護者の介護評価を従属変数とし
た。その結果，良好型は疎遠型と比べて介護役割充足感，高齢者への親近感，自己成長感な
どの肯定的介護評価が有意に高かった。この結果から，仮説のうち「良好型の家族構造は，
疎遠型の家族構造と比べて主介護者の肯定的な介護評価が高い」が支持され，「主介護者の
否定的な介護評価が低い」が棄却され，家族構造は主介護者の肯定的な介護評価と関連する
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ことが明らかになった。 
第 9章 (【研究Ⅵ】) では，第 3段階として，家族構造と対処方略の効力感の関連を検討
した。対処方略の効力感に加えて，ペース配分，介護役割の積極的受容，気分転換，私的支
援追求，公的支援追求という対処方略の内容に関する 5因子を測定した。調査方法は，WEB
調査である。調査協力者は，要介護者を在宅で介護している主介護者 689 名である。仮説
は，「良好型の家族構造は，疎遠型の家族構造と比べて主介護者の対処方略の効力感が高い」
であった。分析では要介護者の問題行動を統制変数，家族構造を独立変数，主介護者の対処
方略の効力感を従属変数とした。その結果，良好型は疎遠型と比べて主介護者の対処方略の
効力感が有意に高かった。この結果から，仮説は支持され，家族構造は主介護者の対処方略
の効力感と関連することが明らかになった。 
第 3部 (第 10章から第 11章) では，各実証研究を概括し，総合考察を行った。第 10章
では，各実証研究の知見を総合し，「結びつきと勢力が高い家族構造 (良好型) は，結びつ
きと勢力が低い家族構造 (疎遠型) と比べて主介護者の肯定的な介護評価が高く，対処方略
の効力感が高く，ストレス反応が低い」という介護者家族における家族バランス仮説 
(Family Balance Hypothesis of Caring Families : FBH-CF) を提示した。 
第 11章では，本論文の意義と限界点を述べた。本論文の意義は，介護者へのカウンセリ
ングにおいて家族構造に着目する必要性を実証的に明らかにしたことである。FBH-CF に
よると，家族構造は主介護者の対処方略，肯定的な介護評価，ストレス反応と関連する。家
族構造を調整することで，家族全体が問題解決に向けた取り組みを実行できるようになり，
主介護者は介護について肯定的に捉え，効果的に対処できるようになり，ストレス反応が軽
減される。したがって，介護者へのカウンセリングでは介護者の対処方略に焦点を当てるだ
けでなく，家族構造を調整することが有益であろう。本論文を契機として，介護者家族に関
する家族研究が進展することが望まれる。 
 
 
